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はじめに  

大きな災害が発生すると、電気・水道などのライフラインや道路の寸断、建物の倒壊などによ

り、消防や警察などの公共機関も迅速な救助を行うことが困難になります。平成７年に発生した

阪神・淡路大震災における救助活動では、自助（自分や家族）が 70％、共助（自治会などの地

域）が 20％、公助（国・県・市）が 10％だったといわれています。 

また、平成２３年の東日本大震災では、犠牲者の約６割が６５歳以上の高齢者であり、障がい

者の死亡率は被災者全体の死亡率の約２倍程度に上ったといわれています。 

近年多発している集中豪雨は、短時間のうちに狭い範囲に集中して大雨が降るため、素早く避

難することが必要です。とりわけ、高齢や障がいなどにより、災害時に自力で避難することが困

難な人（以下「避難行動要支援者」という。）に対する避難支援の重要性が、防災対策上喫緊の

課題となっています。 

そのため、本市では、平成２４年度に、国・広島県が示したガイドラインに基づき、「東広島

市災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）」を策定し、協定を結んだ住民自治協議会に災害

時要援護者名簿を提供してきました。 

その後、国においては、平成２５年６月に災害対策基本法を改正、同年８月に「避難行動要支

援者の避難行動支援に関する取組指針」を示し、避難行動要支援者を記載した名簿の作成を各自

治体に義務付けるなど、避難行動要・支援者支援体制の整備を行いました。 

その後、令和元年台風第１９号等による災害を踏まえ、高齢者等の避難のあり方について議論

が行われ、令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者の個別避難計画作成が

市町村の努力義務となりました。また、個別避難計画の作成においては本人の状況等をよく把握

し、信頼関係も期待できる福祉専門職の参画が重要であるといった指針も示されました。 

本市では、災害発生時における避難行動要支援者への支援を適切かつ円滑に実施するため、国

の定めた「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を参考に、「東広島市地域防災

計画（平成２７年１月修正）」の第２章第９節に定める避難行動要支援者に関する計画に基づき、

「東広島市災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）」を見直し、本市における避難行動要支

援者の避難支援対策について「東広島市避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）」（以下「本

プラン」という。）を定めたものです。
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第１ 目的 

本プランは、避難行動要支援者の自助及び地域の共助を基本とし、避難行動要支援者が、安

全かつ確実に避難できるように、平常時から、避難行動要支援者に関する情報を把握し、情報

伝達体制や避難支援体制の整備を図ることにより、避難行動要支援者が安心して暮らすことが

できる地域共生社会の形成を目的とします。 

 

イメージ図 自助・共助・公助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自助  

自分の安全は、自分で守るというのが、防災対策の基本です。 

自分で、自分自身や家族・財産を守ることは災害に対する基本的な行動です。 

（例） 

・家具の固定、落下防止の措置 

・避難行動要支援者名簿への登録 

・自宅から避難所までの経路の事前確認 

共助  

「自分達の地域は自分達で守る」という隣保互助の重要性が再認識されており、平素から、地

域の連携を深め、災害時の情報伝達や避難支援活動を行うことが大切です。 

（例） 

・自治会、住民自治協議会、自主防災組織等による防災訓練 

・社会福祉協議会、民生委員児童委員、住民自治協議会等による見守り・声かけ活動 

・避難支援者への登録 

・地域行事等を通じた信頼関係づくり 

公助  

警察、消防、市、県などの行政機関等が、災害支援活動を実施することです。 

（例） 

・避難行動要支援者の把握（名簿等の管理） 

・災害情報の伝達 

・避難誘導、安否確認 

 

第２ 計画の位置づけ 

本プランは、東広島市地域防災計画基本編第 2 章第 9 節要配慮者及び避難行動要支援者対

策に関する計画に基づく下位計画であり、避難行動要支援者の避難支援について必要な事項を

自 助 共 助 

公 助 

地 域 の 防 災 力 

自分の身を 

自分の努力 

により守る 

地域や近隣の 

人 が 互 い に 協

力し合う 

国や都道府県等の行政、消防機関 

による救助・援助等 

災害時の被害を抑える 
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定めるものです。 

 

第３ 対象地域 

本プランは、市全域を対象とします。 

 

第４ 概要 

本プランでは、避難行動要支援者の避難支援に係る目的や対象とする避難行動要支援者の範

囲、収集する避難行動要支援者情報及び個人情報の取扱い方針など、避難行動要支援者に関す

る基本的な考え方や方法について定めます。 

なお、避難行動要支援者一人ひとりの具体的な支援計画については、市と協定書を取り交わ

した住民自治協議会により、民生委員児童委員など避難支援等関係者と共に「個別避難計画」

を作成します。 

 

第５ 定義 

１ 要配慮者 

高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する人をいいます。 

２ 避難行動要支援者 

本市に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自

ら避難することが困難な人で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人

をいいます。 

なお、本プランでは、このうち居宅生活者（一時的に入所、入院している人を含む）を対象

とします。 

３ 避難行動要支援者名簿 

地域防災計画の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認そ

の他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下「避難支

援等」という。）を実施するための基礎とする名簿のことをいいます。 

また、避難行動要支援者名簿には次の事項を記載します。 

( )１  氏名 

( )2  生年月日 

( )3  性別 

( )4  住所又は居所 

( )5  電話番号その他の連絡先 

( )6  避難支援等を必要とする事由 

( )7  その他避難支援等の実施に関して市長が必要と認める事項 

４ 避難支援等関係者 

避難行動要支援者の円滑な避難行動を支援する避難支援等関係者は、地域防災計画に定めて

いる次の人とします。 

なお、個人情報の取扱いについては、市と協定を締結する等の措置を講ずるものとします。 

( )１  住民自治協議会 

( )2  民生委員児童委員 
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( )3  東広島市社会福祉協議会 

( )4  消防関係機関 

( )5  東広島警察署 

( )6  自主防災組織 

５ 避難支援者 

災害発生時に避難行動要支援者の避難行動を直接支援する人をいいます。 

 

第６ 避難行動要支援者名簿の作成 

１ 避難行動要支援者の範囲 

避難行動要支援者名簿に登録する人は、次の各号に該当する人のうち、特に支援の必要があ

ると判断される人で、避難行動要支援者名簿に登録することを希望し、避難行動支援等関係者

へ個人情報を開示することについて同意した人をいいます。 

( )１  介護保険の要介護３～５の認定を受けている人 

( )2  身体障害者手帳１～２級を所持している人 

( )3  療育手帳最重度○Ａ又は重度Ａを所持している人 

( )4  精神障害者保健福祉手帳１級を所持している人 

( )5  障害支援区分１～６の認定を受けている人 

( )6  その他避難支援が必要な人で、名簿への登録を希望する人 

２ 個人情報の取扱い 

( )１  避難行動要支援者名簿の作成に必要な個人情報及びその入手方法 

市は、避難行動要支援者名簿を作成するに当たり、避難行動要支援者に該当する人者を把握

するために、市の関係部局で把握している要配慮者に関する次表の情報を、避難行動要支援者

名簿の作成のため必要がある場合に限って、その保有に当たって特定された利用の目的以外の

目的のために利用します。 

対象者 情報 

介護保険の要介護３～５の認定を受けている人 介護保険被保険者台帳 

身体障害者手帳１～２級を所持している人 身体障害者手帳所有者情報 

療育手帳○ＡまたはＡを所持している人 療育手帳所有者情報 

精神障害者保健福祉手帳１級を所持している人 精神障害者保健福祉手帳所有者情報 

障害支援区分１～６の認定を受けている人 障害支援区分認定者情報 

その他避難支援が必要な人で、名簿への登録を希望する人 状況に応じて対応 

( )2  抽出する個人情報 

① 氏名 

② 生年月日 

③ 性別 

④ 住所又は居所 

⑤ 心身の状況（対象となった理由等） 

( )3  関係機関からの情報の取得 

市で把握していない情報の取得が避難行動要支援者名簿の作成に必要があると認められ

る場合には、当該情報を保有する関係機関に対して情報提供を求めます。 
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３ 避難行動要支援者名簿の作成に関する関係部署の役割分担 

避難行動要支援者名簿の作成は市健康福祉部で行います。健康福祉部内の役割は次のとおり

です。 

役割 担当課 

避難行動要支援者に関する個人情報の抽出 介護保険課・障がい福祉課・地域包括ケア推進課 

個人情報開示等に関する案内文の送付 介護保険課・障がい福祉課・地域包括ケア推進課 

避難行動要支援者名簿の作成 地域共生推進課 

４ 避難行動要支援者名簿の更新 

市は、避難行動要支援者名簿を概ね１年に１度更新するよう努めます。また、転入・転出等

による登録及び削除が随時可能なように努めます。 

５ 避難行動要支援者名簿の作成の進め方 

( )１  避難行動要支援者情報の抽出 

市は、内部で保有する第６の１ ( )１ ～ ( )5 に規定する避難行動要支援者の情報を抽出します。 

( )2  希望調査票（わたしの避難シート、実態調査書を含む。以下同じ。）の郵送 

市は、( )１ で抽出した避難行動要支援者に対して、災害時に避難支援を希望するか否かにつ

いて、及び避難支援等関係者に個人情報を開示することに同意するか否かについての希望調

査票を個別に郵送します。 

( )3  希望調査票への記入 

登録希望者は、希望調査票に地域等の支援が必要であること及び地域等と共有することへ

の同意について記入し、市へ提出します。 

( )4  避難行動要支援者名簿への登録 

市は、(3)により提出された希望調査票を基に避難行動要支援者を避難行動要支援者名簿

へ登録します。 

６ 避難行動要支援者名簿への随時登録 

( )１  市と協定を締結した住民自治協議会の場合 

市は、住民自治協議会から登録希望者の希望調査票を受け取った時点で避難行動要支援者

名簿へ登録します。 

( )2  民生委員児童委員の場合 

市は、民生委員児童委員から登録希望者の希望調査票を受け取った時点で避難行動要支援

者名簿に登録します。 

 

第７ 個別避難計画の作成 

１ 個別避難計画を作成する人 

避難行動要支援登録者ごとの個別避難計画は、個人情報の取扱いについて市と協定を締結し

た住民自治協議会が、民生委員児童委員と共に避難行動要支援登録者本人と話し合いながら避

難支援者を選定し作成します。要支援者の状態によっては、市と協定を締結した事業所の介護

支援専門員や相談支援専門員などの福祉専門職とも連携して作成します。 

２ 個別避難計画の作成の進め方 

( )１  避難行動要支援者名簿の提供 

市は、個人情報の取扱いについて市と協定を締結した住民自治協議会及び地区民生委員児
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童委員協議会に避難行動要支援者名簿を提供します。 

( )2  個別避難計画の作成 

名簿の提供を受けた住民自治協議会は、民生委員児童委員と共に避難行動要支援登録者本

人と話し合いながら、避難支援者を選定し、個別避難計画を作成します。避難行動要支援登

録者本人の意思表示が難しい場合は、その家族等と話し合い、個別避難計画を作成します。

要支援者の状態によっては、市と協定を締結した事業所の介護支援専門員や相談支援専門員

などの福祉専門職とも連携して作成します。 

３ 支援体制の確保 

避難支援者の選定にあたっては、避難行動要支援登録者に対し、支援は避難支援者の任意の

協力により行われるものであることや、避難支援者の不在や被災などにより、支援が困難にな

る場合もあることについて、十分に周知する必要があります。 

また、個別避難計画を作成する際には、一人の避難行動要支援者に対し、複数の支援者を選

定することにより、助けられない可能性を低減するよう努めるとともに、避難行動要支援者本

人及びその家族にも、この点について十分に理解を求める必要があります。 

 

第８ 個人情報の取扱い方針 

１ 事前の避難行動要支援者名簿の共有 

市では、健康福祉部を中心に避難行動要支援者に関する多くの個人情報を保有しており、通

常これらの情報は第三者への提供はもとより、利用目的以外に利用することは禁じられていま

す。 

しかしながら、避難行動要支援者の避難支援や安否確認などを迅速に行うには、その対象者

を事前に把握し、避難支援等関係者が情報を共有する必要があります。 

そのため、災害対策基本法第 49 条の 11 第 2 項に、本人の同意を得た場合に限り、避難行

動要支援者名簿を避難支援等関係者にあらかじめ提供することができるとされており、本市で

も避難支援等関係者に避難行動要支援者名簿を提供します。 

なお、避難行動要支援者名簿の提供を受けた避難行動等関係者には、災害対策基本法第 49

条の 13 の規定により、法令上の守秘義務が課せられています。 

２ 個人情報の提供 

避難支援等関係者へ避難行動要支援登録者の情報を提供することについては、避難行動要支

援登録者の同意に基づくこととします。 

３ 避難行動要支援者名簿への登録に不同意であった者に対する支援体制 

避難行動要支援者ではあるが、避難行動要支援者名簿に登録を希望しない者については、避

難行動要支援登録不同意者リストとして市が管理し、災害時に当該避難行動要支援者の生命又

は身体を保護するために特に必要があるときは、避難支援等関係者等に提供し、安否確認及び

避難支援時に利用します。 

４ 災害時における名簿情報の提供 

災害対応の支援を行うため東広島市に自衛隊の部隊や他の自治体からの応援部隊等が派遣

された場合、それらの人に対しても避難行動要支援者名簿及び避難行動要支援登録不同意者リ

ストを提供することができることとします。 

また、緊急時には避難支援等関係者以外にも避難行動要支援者名簿及び避難行動要支援登録
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不同意者リストを提供する可能性があります。 

これらの人に避難行動要支援者名簿及び避難行動要支援登録不同意者リストを提供する場

合、市は、名簿情報の管理責任者を把握し、活動終了後には返却を求める等の情報漏えいの防

止のために必要な措置を講じます。 

５ 名簿等の保管及び利用方法 

避難行動要支援者情報を記載した次の名簿等について、所持者、保管場所、活用方法、対象

者、運用方法、閲覧の可否などをそれぞれ定め、適正な管理・運用に努めることとします。 

  ( )１  避難行動要支援者名簿 

所 持 者 東広島市、避難支援等関係者（担当区域のみ抜粋） 

保管場所 市役所（市内部で一元管理）、避難支援等関係者（複写） 

活用方法 協定を締結した避難支援等関係者に提供し、個別避難計画の作成及び見守り活動

に活用する。 

対 象 者 避難行動要支援登録者 

運  用 毎年度、市が追加・更新し、適宜、関係者の申請により、最新の情報に更新する。 

閲  覧 閲覧は不可とする。（担当地区の避難支援等関係者は閲覧可） 

( )2  避難行動要支援登録不同意者リスト 

所 持 者 東広島市 

保管場所 市役所 

活用方法 市の関係機関で共有し、この制度への理解を深めてもらうように、引き続き登

録・同意を呼びかける。また、避難指示発令時に、市の関係機関及び避難支援等

関係者に提供し、安否確認及び避難支援に活用する。 

対 象 者 避難行動要支援者（避難行動要支援者名簿に登録を希望しない人） 

運  用 毎年度、市が追加・更新し、適宜、関係者の申請により、最新の情報に更新する。 

閲  覧 閲覧は不可とする。 

( )3  希望調査票  

所 持 者 東広島市（原本）、避難行動要支援登録者（関係分複写）、避難支援者（関係分複

写）、市と協定を締結した住民自治協議会（関係分複写） 

保管場所 市役所、避難行動要支援登録者の居所、避難支援者の居所、市と協定を締結した

住民自治協議会 

活用方法 東広島市、避難行動要支援登録者、避難支援者及び市と協定を締結した住民自治

協議会が、避難行動要支援登録者の避難支援行動に活用する。 

対 象 者 避難行動要支援登録者 

運  用 変更申請書等により、市が随時更新する。 

閲  覧 閲覧は不可とする。（避難支援者及び市と協定を締結した住民自治協議会、民生

委員児童委員は閲覧可） 

※ 市が保有する災害時要援護者保有個人情報を民生委員児童委員に外部提供することにつ

いては、東広島市個人情報保護審議会に諮問し答申を得ました。（Ｈ22.3.26) 

 

６ 名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するため市が求める措置及び市が講ずる措置 

市は、避難行動要支援者名簿及び避難行動要支援登録不同意者リストを避難支援等関係者等
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に提供する場合、個人情報の漏えいを防ぐため次の措置を講じます。 

( )１  個人情報の取扱いについて市と協定を締結 

( )2  管理責任者の選任 

( )3  保管場所の届出 

( )４ 必要以上に複製しないよう指導 

( )５ 守秘義務に関して説明 

 

第９ 日頃の備え 

１ 地域における取組 

本プランの避難支援を継続的なものとするために、次のような取組を行います。 

( )１  避難支援等関係者は、避難支援者とともに、避難行動要支援者名簿や個別避難計画を基に、

避難行動要支援登録者に対して、日頃から声かけ・見守り活動を行います。 

( )2  避難支援等関係者は、避難行動要支援者名簿に掲載されていない人についても、地域活動

等を通じて、避難支援の必要があると判断した場合は、避難行動要支援者名簿への登録手続

きの援助を行います。 

( )3  避難支援者は、避難行動要支援登録者及び避難支援等関係者との連絡手段を整えておき、

普段から個別避難計画の確認を行います。 

( )4  避難支援等関係者は、避難行動要支援登録者の移送訓練などを実施し、災害時に地域住民

の協力が得られる環境づくりを推進します。 

２ 市における取組 

( )１  避難支援制度連絡会議の設置 

① 市の防災部局、健康福祉部局の連携のもと、総合的かつ体系的に制度を推進し、関係施

策を円滑に実施するため、避難支援制度連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置し

ます。 

② 連絡会議の構成課は次のとおりとします。 

総務部危機管理課、健康福祉部地域共生推進課・障がい福祉課・介護保険課・医療保健

課・地域包括ケア推進課 

③ 連絡会議の位置付けは、要配慮者情報の共有化に関する事務、避難行動要支援者に関す

る名簿等の管理・更新を行います。 

( )2  避難行動要支援者の避難場所 

避難行動要支援者の避難場所は、個別避難計画によるものとします。一般の避難所では生

活に支障がある場合は福祉避難所に移るものとします。 

( )3  福祉避難所の指定 

市は、通常の避難施設では避難生活が困難な要配慮者のための施設として、施設がバリア

フリー化されている等、要配慮者の利用に適しており、生活相談職員等の確保が比較的容易

である社会福祉施設等と協定を結び、福祉避難所の確保に努めます。 

( )4  避難経路の整備 

個別避難計画に記載する避難行動要支援者の避難経路は、災害に対する危険箇所を避ける

ことだけでなく、未舗装路や大きな段差がある等の避難行動要支援者にとって避難が困難な

経路はできるだけ避けるようにします。 
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( )5  防災訓練の実施、計画の見直し 

市は、要配慮者の参加した防災訓練を実施することで、実効性のある避難行動要支援者支

援体制の確立を図ります。 

また、訓練の際に見つかった課題等については、これを検証し、必要に応じて本計画を見

直すことで、より円滑な避難行動要支援者支援が可能となるよう努めます。 

 

第１０ 災害時の対応 

１ 地域における取組 

災害時には、次のような避難支援を行います。 

( )１  避難支援者は、避難行動要支援登録者及び避難支援等関係者と連絡を取り、個別避難計

画に基づいて避難支援を行います。 

( )2  避難支援等関係者は、避難支援者と連絡を取り、避難支援者が避難支援を行えない場合は、

避難行動要支援登録者と連絡を取り、個別避難計画に基づいて避難支援を行います。 

２ 市における取組 

( )１  総括班は、避難準備情報等の伝達、避難状況の把握、総合調整を実施します。 

( )2  生活救助班は、情報等の伝達、安否確認、避難誘導、避難所への生活救助班員の配置、情

報収集等の具体的な避難行動要支援者対策を実施します。 

( )3  消防班は、他の避難支援等関係者と協力して、避難行動要支援者の救助活動を実施しま

す。 

( )4  避難所班は、生活救助班と連携・協力して、避難行動要支援者の避難状況を把握し、総括

班に避難情報の連絡を行い、避難所の運営を実施します。 

 

第１１ 災害発生時の情報伝達方法 

１ 避難準備情報、避難勧告及び避難指示の発令基準 

「東広島市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を策定し、避難準備情報、避難勧告・指示

等を発令する判断基準を明確化します。（Ｈ24.2.6 策定済） 

２ 情報伝達方法 

( )１  市（総括班）は、避難行動要支援登録者、避難支援者及び避難支援等関係者に、緊急告知

ラジオ、防災情報等メール配信サービスにより伝達します。 

( )2  市（生活救助班）は、避難支援等関係者を通じて避難行動要支援登録者及び避難支援者に、

情報伝達を試みます。避難支援等関係者を通じた情報伝達が不可能な場合、市（生活救助班）

が情報伝達を試みます。 

また、避難所班に連絡・確認を行い、避難行動要支援者の避難状況を把握します。 

( )3  避難支援等関係者は、情報伝達体制・避難支援体制をそれぞれ整備し、避難行動要支援登

録者及び避難支援者に伝達することとします。 

また、避難支援者が避難支援を行えない場合は、避難行動要支援登録者に、電話連絡若し

くは直接訪問を行い伝達するとともに、避難支援を開始します。 

( )4  避難支援者は、避難支援等関係者に避難支援に関する情報（避難支援が可能かどうか）の

連絡を行い、避難支援が可能な場合は、避難行動要支援登録者に、電話連絡若しくは直接訪

問を行い伝達するとともに、避難支援を開始することとします。 



9 

( )5  市（避難所班）は、市総括班に、避難行動要支援者の避難情報を報告します。 

( )６  市（広報班及び消防班）は、避難勧告等発令時に、広報活動を行うとともに、救助の要請

があった場合、避難支援等関係者と協力して避難誘導・避難支援を行います。 

 

第１２ 避難誘導と安否確認 

１ 避難誘導 

( )１  避難支援者は避難準備情報等を受信した時は、個別避難計画に基づき、避難誘導・避難支

援を行います。 

( )2  平常時に、避難行動要支援登録者自身も、避難支援者とともに、自宅から避難場所等まで

の避難経路をそれぞれの移動手段により確認しておくように努めます。 

( )3  避難経路の選定にあたっては、危険な箇所を極力避け、安全な避難の確保に努めます。 

( )4  避難支援者は、避難支援等関係者と協力し、避難行動要支援登録者の移動手段や誘導方法

について事前に決めておきます。 

２ 安否確認 

( )１  避難支援等関係者は、各避難場所において、避難支援者と協力し、避難行動要支援者名簿

を活用して、速やかに安否確認を行います。 

( )2  安否確認ができない避難行動要支援登録者がいる場合は、避難所班の市職員を通じて、総

括班に連絡をとり、総括班は、生活救助班に安否確認を依頼するとともに、必要に応じて、

消防班に救助の要請を行います。 


